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（202） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 95.
（203） 　See Brettschneider, supra note 194; see Dorf, id. at 1316-1323.
（204） 　See BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 90.








proclaimed values of equality）を実践する（live up to）アメリカの努力の一部
として正当に教えられる。キング牧師記念日や黒人歴史月間の教訓（the 

















巻１号（2004 年）22 頁以下・51 巻２号（2004 年）31 頁以下参照。
























（210） 　Id. at 96.
（211） 　Id. at 23. また、助成を除く民主的説得の有効性について、see id at 104-107.
（212） 　Id. at 109.
（213） 　アメリカにおける非営利的地位の付与に伴う免税に関する憲法学的考察については、
横大道聡「チャリティの憲法学――『チャリティ』団体に対する免税と憲法 89 条後段
の解釈――」季刊企業と法創造 27 号（2011 年）52 頁以下、また限定的パブリック・フォー
ラム法理については、横大道・前掲注（31）第６章を参照。
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そのため、本稿では、この問題に関する重要判決である Christian Legal 




















（214） 　561 U.S. 661 (2010).
（215） 　横大道・前掲注（31）103 頁。この他に本判決の評釈として、紙谷雅子「最近の判例」
アメリカ法［2011 － 1］552 頁以下、岡田順太「州立大学における平等加入方針と結
社の自由」小谷順子・新井誠・山本龍彦・葛西まゆこ・大林啓吾編『現代アメリカの
司法と憲法――理論的対話の試み』（尚学社、2013 年）115 頁以下参照。
（216） 　CLS, supra note 214, at 695.
























（218） 　See id. at 118. この点、Brettschneiderは、宗教的寛容（religious toleration）の基礎とし
て平等という政治的価値を挙げている。See Corey Brettschneider, Equality as a Basis for 
Religious Toleration: A Response to Leiter, 10 CRIM. LAW AND PHILOS. 537 (2016).
（219） 　Id. at 119.
（220） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 169-170.




















（221） 　例えば、宗教の特殊性を強調する論者として、see e.g., ANDREW KOPPELMAN, 
DEFENDING AMERICAN RELIGIOUS NEUTRALITY (Harvard University Press, 2013). 対して、
宗教の特殊性に否定的な論者として、see e.g., BRIAN LEITER, WHY TOLERATE RELIGION 
(Princeton University Press, 2013). また、Leiterの著書に関するシンポジウムとして、see 
10 Crim. Law and Philos. 479 (2016). なお、Leiterの著書に対する Brettschneiderの評釈と
して、see Brettschneider, supra note 218.





















（223） 　See Corey Brettschneider, Value Democracy and Non-Profit Status (State Speak Symposium): 
Response to Horwitz and Calabresi,
https://concurringopinions.com/archives/2013/04/value-democracy-and-non-profit-status-state-
speaks-symposium-response-to-horwitz-and-calabresi.html (2013).
（224） 　See Corey Brettschneider, Democratic Persuasion and Freedom of Speech: A Response to 
Four Critics and Two Allies, 79 BROOK. L. REV. 1063 (2014).
（225） 　Alexander, supra note 65, at 381.
（226） 　Id. at 384. そもそも「助成」と「免税の地位」とを同等に理解していいのかという点
も問題視されている。Brettschneiderの議論に対する応答としては、 See Jeff Spinner-
Halev, A Restrained View of Transformation, 39, No.6 POLITICAL THEORY 777 (2011). また、
アメリカにおける「助成」と「免税」との関係についての考察として、横大道・前掲
注（31）70 － 72 頁参照。
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とは何かを知る必要がある」（227）と指摘する。ベースラインをどこに設定する








Grayned v. City of Rockford判決（230）と授業中の学校付近におけるピケッテイン
グの禁止から教員組合を免除していたことを違憲とした Police Department of 













（229） 　Id. at 385.
（230） 　408 U.S. 104 (1972). 
（231） 　408 U.S. 92 (1972). 




















（233） 　Id; see BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 113-114.
（234） 　Id.
（235） 　ここで Brettschneiderは、Rawlsの提案する自由と自由の価値との区別を援用してい
る。See BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 113; RAWLS, supra note 114, at 325-326; JOHN 
RAWLS, A THEORY OF JUSTICE: REVISED EDITION 179 (Harvard University Press, 2001)， 邦訳
としてジョン・ロールズ著（川本隆史・福間聡・神島裕子訳）『正義論』（紀伊國屋書店、
改訂版、2010 年）277 － 278 頁参照。
（236） 　Id., at 113. 
（237） 　実際、Brettschneiderも「強制」と「助成」との区別が難しい場合があることを認め
ており、特に「リソースへのほかのアクセスを持たない個人」に関する事案を挙げて
いる。 Brettschneider, supra note 127, at 635 note80.





















あるいは期待される事態の推移（the normal or natural or expected course of 
events）』よりも『悪い（worse off）』ものにすることである」（242）。以上の引用
（238） 　See Alexander, supra note 65, at 386.
（239） 　この問題について詳しくは、see ALEXANDER, supra note 65, at 101-102. 
（240） 　Alexander, supra note 65, at 386.
（241） 　Song, supra note 71, at 1054.


























（243） 　Song, supra note 71, at 1056 (citation omitted); see JOHN STUART MILL, ON LIBERTY 9, 
30-31 (Elizabeth Rapaport ed., Hackett Publishing Co., Inc., 1978) (1859).
（244） 　See Id. 
（245） 　Id. at 1056-1057.






















































（251） 　Id. at 1085-1086.
（252） 　Song, supra note 71, at 1055.
（253） 　Robin West, Liberty, Equality, and State Responsibilities: Review of Corey Brettschneider's 
When the State Speaks, What Should It Say? , 79 BROOK. L. REV. 1033 (2014).



















（254） 　Robin West, Coercion and Persuasion and Speech: A Comment on Corey Brettschneider's 





（256） 　以下の議論については、See Id. オンライン・シンポジウムでの議論であるため、引
用部分は鉤括弧で明示するが、出典は個々に明示しないこととする。
（257） 　ポルノグラフィー規制条例については、菅谷麻衣「言語と行為の臨界――米国におけ
るポルノグラフィー規制条例違憲論の帰趨――」法学政治学論究 103 号（2014 年）69
頁以下、田代亜紀「リベラリズムとフェミニズムの対話可能性（一）――ポルノグラフィー


























ら体系化しようとする試みとして、see Michael Coenen, Of Speech and Sanctions: Toward 
a Penalty-Sensitive Approach to the First Amendment, 112 COLUM. L. REV. 991 (2012).
（259） 　このような政府言論の問題理解について、横大道・前掲注（31）234 頁注（57）参照。
（260） 　Brettschneider, supra note 73.






















































（262） 　Fleming & McClain, supra note 77. Abner Greenや Robin Westも同様の理解を示してい
る。 See Green, supra note 130, at 422-423; Robin West, Liberal Responsibilities, 49 TULSA L. 
REV. 33 (2013).

























（264） 　引用部分にある「我々の著書」とは、JAMES E. FLEMING & LINDA C. MCCLAIN, 
ORDERED LIBERTY: RIGHTS, RESPONSIBILITIES, AND VIRTUES (Harvard University Press, 2013) 
のことである。Brettschneiderの議論と彼らの議論との対比も重要な問題であり、今後
の課題としたい。
（265） 　Brettschneider, supra note 73.
67 － ヘイト・スピーチに対する非強制的施策に関する原理的考察（三・完））（山邨）
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わゆる刑法の謙抑性の考え方を示すものと言える。Corey Brettschneider, Brettschneider 































（267） 　See Horwitz, supra note 222.






















文化社、2017 年）221 － 222 頁、桧垣伸次「政府言論とヘイト・スピーチ」福岡大学




チ解消法の成立の意義と今後の課題」世界 885 号（2016 年）218 頁以下、金尚均「ヘ
イトスピーチ解消法成立までの経緯とサイレントマジョリティへの警戒」部落解放 729
号（2016 年）72 頁以下参照。また、憲法学的な観点からの分析として、桧垣・同上『ヘ
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あると考えられる。もっとも、既に指摘しているように、懲罰的損害賠償が
認められていない我が国の法制度において不法行為を民主的説得に含めるべ
きであるか否かは議論の余地がある。
　以上で明らかにしたように、Brettschneiderの議論は、我が国の議論に対し
て理論的にも実践的にも多くの示唆を与えてくれるように思われる。だが、
本稿で取り扱ったのは彼の議論の全体像とその一側面に過ぎない。彼の議論
の意義とその限界を正確に明らかにするには、彼が提起した多様な論点に関
する論争の包括的な検討を必要とする。これを今後の課題とし、本稿の結び
に代えたい。
